
※適法に３か月を超えて在留し、住民基本台帳に登録している外国人

多様なニーズに対応するため、包括的

にコーディネートする人材の育成

●　地域活動やボランティア等への参加促進 ●　区市町村の実施する外国人支援施策の充実支援

●　東京の生活をより楽しむための情報提供

●　地域活動やボランティア等への参加促進＜再掲＞

東京全体での多文化共生社会実現に向けた行政等

各主体の役割の明確化など

都の多文化共生推進の中核である東京

都国際交流委員会を再構築し、情報提

供・相談機能を整備

区市町村、区市国際交流協会、支援

団体等との情報共有・連携により、総

合的なサポート機能を強化

●　留学生等外国人の就業・起業支援 ●　交通機関等の多言語対応の充実 ●　世界で活躍できる人材の育成に向けた教育の充実

●　外資系企業の東京進出支援 ●　母国と同等の教育を実施している教育機関の情報提供 ●　日本人と外国人との交流の場の拡充

●　外国人の次世代育成 ●　生活情報や防災情報等の一元的な提供 ●　多様な価値観を受け入れる意識の醸成

●　日本語学習支援の充実 ●　医療機関等における外国人対応等の強化 ●　人権尊重意識の醸成と国内外への発信

日本人と外国人が共に活躍できる環境の整備
全ての外国人が安心して暮らすことができ、また生

活をより楽しむために必要なサポートの充実

グローバル都市にふさわしい、多様性を尊重し、共

に支え合う意識の醸成

外国人が能力を最大限発揮し活躍できる環境を整備

し、また住民の一人として外国人の地域社会への参加を

促進していく。

教育・医療・防災など生活全般に関する情報だけでなく、

観光・芸術・文化・スポーツなどの情報を提供するなど、

安心して生活でき、かつ東京での生活をより楽しめるよう

にする。

日本人と外国人双方の異文化理解を促進するとともに、

お互いを尊重し、責任を自覚しながら共に支え合う意識

を醸成する。

東京都多文化共生推進指針～世界をリードするグローバル都市へ～【概要版】 

基本目標 「多様性を都市づくりに活かし、全ての都民が東京の発展に向けて参加・活躍でき、安心して暮らせる社会の実現」 

施策目標１ 施策目標２ 施策目標３ 

施策の展開例 施策の展開例 施策の展開例 

趣旨・背景 

東京の在住外国人※＝約45万人（都人口の約3.3％） 

  ⇒東京2020オリンピック・パラリンピック 

    に向け今後も増加予想 

2020年以降も東京がグローバル都市として持続

的に発展するため、外国人が日本人と共に東京

の一員として活躍していくことが必要不可欠 

「地域において共に生活する」従来の多文化共生の考え方を

発展させ、「東京で共に活躍する」という新たな考え方に立った

多文化共生推進指針を策定 

⇒ 推進の基本的な考え方及び施策の方向性を示す。 

多文化共生社会実現のための各主体の役割 推進のための基盤整備 


